
















しごと創生総合戦略（2015 改訂版）」において、平成 32 年
度末までに全市町村は子育て世代地域包括支援センター
（以下センター）の設置が求められている。先駆的にセン






【方法】 2017 年 5 月に厚生労働省 HP から H27 年度子育
て世代包括支援センター事例集を入手、報告の 9事例を分
析対象とした。更に内容を補足するために保健師ジャーナ
ル（2016 年 1 月号 p20～26，p41～45、2017 年 4 月号 p313















































































































































































は 、 + に
％高齢出
産、及び不妊治
療を受けて出産
した母方への支
援強化が求めら
れている。
全ての妊産婦に対して
面接相談を行い、個々の
妊婦に合った支援計画
を作成
特定妊婦は、所内検討会
等で支援プランを作成
している。
支援ニーズに応じて、保健師、助産師、社会福祉職、女性福祉
相談員、保育・教育コンシェルジュ、事務職が専門的な立場か
ら二次面接を行い保健福祉サービス利用等で支援。
事業委託者に対して育児・家事援助の基本姿勢、研修会を年
回程度開催している。

大阪市
堺市

（）
記載なし 母子健康手帳を保健セ
ンターのみで交付し、全
ての妊婦に保健師が面
接を実施。必要な方には
支援計画を立てている。
交流会やネットワーク会議にて、顔の見える関係づくり。
要支援児や特定妊婦、乳幼児健診未受診で連絡が取れない児な
ど、「要支援ケース連絡会」を全区実施に向けて取り組み中。
子育て支援課（保育士等）と保健センター間の連携の手引を作
成。

兵庫県
神戸市

（）
継続的な支援が
必要な妊婦は年
間約  人であ
るが、支援基準等
が不明確だった。
飛び込み出産が
年間 ～ 例あ
る。
妊娠届出時の受付ガイ
ドラインを作成し、全数
面接を実施。
産後うつ病のスクリー
ニングを実施。それに合
わせて、ガイドラインを
作成し支援基準の統一
を図っている。
医療機関との連携により、支援を必要とする妊産婦や親子を把
握し、保健師による訪問支援などを行う「養育支援ネット事業」
を実施。
事業委託している兵庫県助産師会及び神戸市助産所等との連
携。
 
